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規 則

北海道病院事業条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成２０年１２月２６日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道規則第１１０号

北海道病院事業条例施行規則の一部を改正する規則

北海道病院事業条例施行規則（昭和４３年北海道規則第２７号）の一部を次のように改正する。

第６条第１項の表使用料の部中
「
分
べ
ん
料

分べん介助料 ８２，０００円

衛生材料 実費（消費税に相当する額を加
えた額をいう。以下同じ。）

」

を

「
分
べ
ん
料

分べん介助料 ８２，０００円

衛生材料 実費（消費税に相当する額を加
えた額をいう。以下同じ。）

産科医療補償加算料 １児につき３０，０００円
」

に

改める。
附 則

この規則は、平成２１年１月１日から施行し、この規則による改正後の北海道病院事業条例
施行規則第６条第１項の表の規定は、同日以後の分べんに係る使用料について適用する。

告 示

北海道告示第８０７号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３０条の規定による保
安林の指定施業要件の変更の予定の通知に係る次の者の所在が不分明なので、同法第１８９条
の規定により、その通知の内容を幕別町役場の掲示場に掲示した。その要旨は、平成２０年北
海道告示第７８１号のとおりである。
平成２０年１２月２６日

北海道知事 高 橋 はるみ
所在が不分明な者
中川郡幕別町字軍岡４７４所在の森林について所有権を有する 三 浦 博 史
中川郡幕別町字軍岡４７５所在の森林について抵当権を有する 橋 本 順 造

北海道告示第８０８号
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第２０条の規定により、次のとおり事業の認定をした。
平成２０年１２月２６日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 起 業 者 の 名 称 函館市
２ 事 業 の 種 類 函館市縄文文化交流センター整備事業
３ 起 業 地
� 収 用 の 部 分 函館市臼尻町地内
� 使 用 の 部 分 なし
４ 事業の認定をした理由 次のとおり（「次のとおり」は、省略し、北海道建設部総務

課及び函館市に備え置いて、一般の縦覧に供する。）
５ 起業地を表示する図面
の縦覧場所

函館市役所
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北海道告示第８０９号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び北海道札幌土木現業所に備え置いて、告
示の日から２週間、一般の縦覧に供する。
平成２０年１２月２６日

北海道知事 高 橋 はるみ
路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
道道 東奈井江奈井江停車場線 空知郡奈井江町７５４番２地先から 平成２０．１２．２６

空知郡奈井江町７５５番１１地先まで

北海道告示第８１０号

平成２０年北海道告示第４３９号（建築士法第１５条第１号及び第２号と同等以上の知識及び技
能を有する者の決定）の一部を次のように改正する。
平成２０年１２月２６日

北海道知事 高 橋 はるみ
６の事項を７の事項とし、５の事項を６の事項とし、４の事項を５の事項とし、３の事項
の次に次の１事項を加える。
４ 建築士法施行規則（昭和２５年建設省令第３８号）第１７条の１８に規定する建築設備士

支 庁 告 示

北海道石狩支庁告示第２１号

次の貸金業者の所在及び営業所の所在地を確知できないので、貸金業法（昭和５８年法律第
３２号）第２４条の６の６第１項第１号の規定により公告する。
なお、公告の日から３０日を経過しても申出がないときは、同項の規定により当該貸金業者
の登録を取り消すことがある。
平成２０年１２月２６日

北海道石狩支庁長 富 樫 秀 文
住 所 商号又は名称 氏 名 登 録 番 号 主 た る 営 業 所 の 所 在 地
札幌市東区北１９条東７
丁目３番２５－７０１号

スモールプラン 山 田 剛 北海道知事�
石第０２９５８号

札幌市白石区東札幌２条６丁目４－２６
ノースコート白石１Ｆテナント

札幌市北区新川２条６丁
目９番３８号 ライラック
ガーデン�－１０１号

マネーサポート 乙 川 眞 生 北海道知事�
石第０３０１５号

札幌市中央区南１０条西１１丁目２番２２号
ハイツエコー１０６

道 労 働 委 員 会 告 示

北海道労働委員会告示第２号

労働関係調整法施行令（昭和２１年勅令第４７８号）第４条及び労働委員会規則（昭和２４年中
央労働委員会規則第１号）第６８条の規定により、北海道労働委員会あっせん員候補者を次の
とおり公示する。
平成２０年１２月２６日

北海道労働委員会会長 道 幸 哲 也

氏 名 現 職 経 歴 委嘱年月日

どうこうてつなり
道 幸 哲 也

北海道労働委員会第３８期会長
北海道大学大学院法学研究科教授

北海道大学法学部教授
北海道労働委員会第２５～３５期公益委員、第３６～３７期会長代理

平成２０．１２．１

なり た のり こ
成 田 教 子

北海道労働委員会第３８期公益委員
弁 護 士

札幌弁護士会副会長
北海道労働委員会第３６～３７期公益委員

同

あさみず ただし
浅 水 正

北海道労働委員会第３８期公益委員
弁 護 士

北海道労働委員会第３７期公益委員 同

いしぐろまさ と
石 黒 匡 人

北海道労働委員会第３８期公益委員
小�商科大学商学部教授

小�商科大学商学部助教授
北海道労働委員会第３４～３７期公益委員

同

の ぐちみき お
野 口 幹 夫

北海道労働委員会第３８期公益委員
弁 護 士

北海道労働委員会第３５～３７期公益委員 同
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といかわこういち
樋 川 恒 一

北海道労働委員会第３８期公益委員
弁 護 士

北海道労働委員会第３５～３７期公益委員 平成２０．１２．１

もとひさよういち
本 久 洋 一

北海道労働委員会第３８期公益委員
小�商科大学商学部教授

小�商科大学商学部准教授
北海道労働委員会第３６～３７期公益委員

同

わた べ しょういちろう
渡 部 正一郎

北海道労働委員会第３８期労働者委員
日本労働組合総連合会北海道連合会渡島地域協議会会長

日本労働組合総連合会北海道連合会渡島地域協議会事務局長 同

お ぐろしゅう じ
小 黒 修 司

北海道労働委員会第３８期労働者委員
日本労働組合総連合会北海道連合会上川地域協議会会長

全日本労働総同盟旭川地区同盟議長 同

さ とうやすみつ
佐 藤 泰 光

北海道労働委員会第３８期労働者委員
全日本運輸産業労働組合連合会北海道地方連合会執行委員長

全日通労働組合札幌支部執行委員長 同

いしやまかずあき
石 山 和 明

北海道労働委員会第３８期労働者委員
太平工業室蘭労働組合相談役

太平工業室蘭労働組合組合長
北海道労働委員会第３７期労働者委員

同

もり すみ お
森 澄 男

北海道労働委員会第３８期労働者委員
ＵＩゼンセン同盟北海道支部支部長

日本労働組合総連合会北海道連合会副会長
北海道労働委員会第３６～３７期労働者委員

同

はやし たけ し
林 武 司

北海道労働委員会第３８期労働者委員
情報産業労働組合連合会北海道協議会事務局次長

情報産業労働組合連合会北海道協議会副議長
北海道労働委員会第３７期労働者委員

同

お ぐら かなこ
小 倉 佳南子

北海道労働委員会第３８期労働者委員
丸井今井労働組合特別中央執行委員

丸井今井労働組合中央副執行委員長
北海道労働委員会第３６～３７期労働者委員

同

はしもとたかかず
橋 本 隆 一

北海道労働委員会第３８期使用者委員
はしもと人事労政事務所代表

豊平製鋼株式会社常勤監査役
北海道労働委員会第３４～３７期使用者委員

同

くりはらかつのり
栗 原 勝 憲

北海道労働委員会第３８期使用者委員
北海道経営者協会専務理事

北海道経営者協会理事・事務局長
北海道労働委員会第３４～３７期使用者委員

同

の ざきたか お
野 	 隆 夫

北海道労働委員会第３８期使用者委員
函館経営者協会参与

函館商工会議所理事・事務局長
北海道労働委員会第３７期使用者委員

同

つ だ もりかず
津 田 守 一

北海道労働委員会第３８期使用者委員
日本通運株式会社参与

北旺運輸株式会社代表取締役社長
北海道労働委員会第３７期使用者委員

同

はす い けい こ
蓮 井 慶 子

北海道労働委員会第３８期使用者委員
キャリアステップ研究所所長

株式会社早稲田セミナー札幌校校長
北海道労働委員会第３６～３７期使用者委員

同

か とうたかまさ
加 藤 
 正

北海道労働委員会第３８期使用者委員
有限会社カトウヒューマンサポートオフィス代表取締役

加藤経営労務事務所代表
北海道労働委員会第３７期使用者委員

同

おかむらいちろう 北海道労働委員会第３８期使用者委員 北海道電力株式会社人事労務部次長 同

北 海 道 公 報 第����号 ４３平成２０年１２月２６日（金曜日）



岡 村 一 郎 北海道電力株式会社人事労務部部長 北海道労働委員会第３６～３７期使用者委員

い とうよしかず
伊 藤 芳 和

北海道労働委員会事務局長 釧路支庁長 平成２０．４．１１

はせがわとも み
長谷川 具 視

北海道労働委員会事務局総務審査課長 北海道農政部農業経営局農業支援課参事 同

さかがみたかゆき
坂 上 隆 行

北海道労働委員会事務局調整課長 北海道企画振興部地域振興・計画局統計課長 同 １９．６．１１

道 警 察 本 部 告 示

北海道警察本部告示第３３０号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２０年１２月２６日

北海道警察本部長 鎌 田 聡
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
オンラインネットワーク端末装置の賃貸借 一式 ２，８４０台

２ 落札を決定した日
平成２０年１２月５日

３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 株式会社ＨＢＡ
� 住 所 札幌市中央区北４条西７丁目１番地８
４ 落札金額（１月当たりの単価）
１６，０６５，０００円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２０年１０月２４日付け北海道警察本部告示第２５６号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道警察本部総務部会計課
� 所在地 札幌市中央区北２条西７丁目

北海道警察本部告示第３３１号

次のとおり随意契約の相手方を決定した。
平成２０年１２月２６日

北海道警察本部長 鎌 田 聡
１ 随意契約に係る物品等の名称及び数量
６型カードベース ３００枚×３入 １６５箱
６型高速型用リボン ２，０００枚×１入×７種 ７５箱
６型プリンタヘッド ６３個
吸気フィルター 大 １８個
吸気フィルター 小 １８個
搬送ローラー ９９個
ヒートローラー 上 １８個
ヒートローラー 下 １８個
ＤＵブッシュ付ブラケットハウジング ２個組 １８組
ロールロアピンチローラー １８個
ＥＸＩＴローラー ２本組 １８組
ハロゲンランプ １８個
温度センサー １８個
複写用真空パッド ３個組 ６組

２ 随意契約の相手方を決定した日
平成２０年１２月１１日

３ 随意契約の相手方の氏名及び住所
� 氏 名 株式会社ＤＮＰアイディーシステム
� 住 所 東京都新宿区新宿４丁目３番１７号
４ 随意契約に係る契約金額
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６型カードベース ３００枚×３入 １箱当たり４９５，０００円
６型高速型用リボン ２，０００枚×１入×７種 １箱当たり１４０，８００円
６型プリンタヘッド １個当たり１３０，０００円
吸気フィルター 大 １個当たり ９，０００円
吸気フィルター 小 １個当たり ５，５００円
搬送ローラー １個当たり １，４００円
ヒートローラー 上 １個当たり２３，０００円
ヒートローラー 下 １個当たり１８，０００円
ＤＵブッシュ付ブラケットハウジング ２個組 １組当たり１４，４００円
ロールロアピンチローラー １個当たり２１，５００円
ＥＸＩＴローラー ２本組 １組当たり２２，８００円
ハロゲンランプ １個当たり１０，５００円
温度センサー １個当たり ５，０００円
複写用真空パッド ３個組 １組当たり ５，１００円

５ 契約の相手方を決定した手続
随意契約

６ 随意契約によった理由
地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

３７２号）第１０条第１項第２号の規定による。
７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道警察本部総務部会計課
� 所在地 札幌市中央区北２条西７丁目
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